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平成 25 年 12 月 20 日 

 

各      位 

本店所在地 東京都港区芝浦一丁目 14 番 5 号 

会社名 株式会社Ｔ＆Ｃホールディングス 

代表者名 代表取締役 田中茂樹 

 （コード番号 3832） 

問合せ先 取締役   松本貞子 

 （TEL. 03-5443-7489） 

 

 

新たな事業の開始及び株式会社クオリーメン及び株式会社ジェネシスとの 

業務提携契約の締結に関するお知らせ 

 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、医療関連事業における新たな事業として「再生因子を使

った再生医療」に関する業務の開始を決議し、株式会社クオリーメン(以下、クオリーメン社)及び

株式会社ジェネシス(以下、ジェネシス社)との業務提携契約を締結いたしましたので、下記のとお

りお知らせいたします。 

 

記 

 

1. 事業開始の趣旨及び新たな事業の概要、業務提携の理由 

当社グループは、医療関連事業として、当社子会社である株式会社メディエートが主に医療用滅

菌器の製造販売を行っております。また、平成 25 年 11 月 12 日付「（継続開示 2）先端医療機器輸

入販売事業について」にて公表のとおり、リュウマチ診断装置 Xiralite、乳がん診断装置 Mammi 

Breast PET、全身用 3D デジタル X 線システム EOS-urtea low dose 2D3D x-ray system 等の先端医

療機器の輸入販売、さらに同日付「医療法人社団コスモフィールドとの業務委託契約の締結に関す

るお知らせ」にて公表のとおり、次世代検診サービスの提供による医療関連事業を展開しておりま

す。このように当社が医療関連事業の強化を進める中で、当社の社外監査役である豊崎氏より、

「再生因子を使った再生医療」とその産業化に取り組んでいるジェネシス社とクオリーメン社を紹

介していただきました。豊崎氏は税理士であり、ジェネシス社は豊崎氏の顧客であったことがきっ

かけです。再生因子とは、幹細胞（分裂して様々な細胞に分化することができる細胞）を培養する

際に生み出されるサイトカインといわれるタンパク質群のことです。1986 年に米国の生化学者 Dr. 

コーエンが成長因子の発見でノーベル生理学・医学賞を受賞しましたが、この成長因子も再生因子

の一つです。「再生因子を使った再生医療」は、幹細胞の培養上清（細胞を培養する際の上澄み液）

に分布される再生因子を投与するという薬物療法による再生医療で、IPS、ES 細胞などの移植を伴

う再生医療とは大きく異なります。 

平成 25 年 12 月 10 日にクオリーメン社と南東北病院グループは、共同で、肝硬変、糖尿病を対

象に「再生因子を使った再生医療」の臨床試験を 2014 年春より開始することを発表し、「再生因子

を使った再生医療」の実用化が大きく前進しました。 

 当社は、「再生因子を使った再生医療」について、医学博士である当社取締役の王を中心に専門

的な視点から、他の再生医療との違いや安全性、実用性の確度等について調査、検討を重ねた結果、

現段階で安全に実用化できる数少ない再生医療であろうとの結論に達し、クオリーメン社及びジェ

ネシス社と事業化に向けた検討を行ってまいりました。そして、当社は、「再生因子を使った再生

医療」の関連特許を出願中であるクオリーメン社と、当該特許の専用実施権に関する契約を締結し
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ているジェネシス社と協議を重ね、「再生因子を使った再生医療」の事業化を目的に業務提携契約

を締結いたしました。当社は、本業務提携契約において、「再生因子を使った再生医療」の事業化

の費用負担として 30 百万円をジェネシス社に支払い、再生因子及び「再生因子を使った再生医療」

に関する商品の販売を一括して行い、設備及び機器の購入を含む資金協力を行います。今後は、再

生因子及び「再生因子を使った再生医療」に関する商品の販売に加え、商品の開発、製造体制の構

築及び今後開発する再生因子を大量に生産することが可能な自動培養装置の販売などを手掛けまい

ります。また、事業の進展過程においては、関連特許の専用実施権の取得も検討してまいります。 

 さらに、当社に運営管理業務を委託している医療法人社団コスモフィールドが運営する外苑東ク

リニック内に再生医療センターを開設し、「再生因子を使った再生医療」の臨床(※)を開始し最先

端の検診により安全性や効果を検証していく計画です。 

 再生医療は、アベノミクス成長戦略の重点分野に据えられ、再生医療製品の審査期間の大幅短縮

などの医療分野の産業化策が含まれ、再生医療を取り巻く環境は大きく変化しております。当社は、

このような環境下、「再生因子を使った再生医療」は、細胞移植を伴う再生医療に先駆け実用化段

階に入り、医療業界に構造改革をもたらすと考えることから、再生因子及び「再生因子を使った再

生医療」に関する商品の製造、販売及び医療の提供を当社の中長期的な中核事業に育成する計画で

す。 

(※)ここでいう「臨床」とは、患者に接して診察・治療を行うことを指します。 

 

2. 業務提携の内容等 

クオリーメン社、ジェネシス社及び当社が相互協力のもとで、再生因子及び「再生因子を使っ

た再生医療」に関する商品の製造及び販売を行う。 

（1）クオリーメン社が行う業務 

① 商品に関する特許権の取得および管理 

② 商品の製造及び当社への引渡 
（2）ジェネシス社が行う業務 

① 商品の関連特許権に関する専用実施権の取得および保持 
② 商品を販売するのに必要な情報の当社への提供 

（3）当社が一括して行う業務 

① 商品の顧客との販売契約の締結 
② 商品の顧客への引渡及び販売代金の受領 
③ 商品の製造に関する設備および機器の購入を含む資金協力 

 

3. 業務提携の相手先の概要 

（1）商号 株式会社クオリーメン 

（2）所在地 東京都町田市小川町二丁目 26 番 10 号 

（3）代表者の役職・氏名 代表取締役 山下靖弘 

（4）事業内容 特許権の利用に関するコンサルティング業務 

医療業務及び美容に関するコンサルティング業務 

医薬品原料、化粧品原料の販売および輸出入 

（5）資本金の額 5 百万円 

（6）設立年月日 平成 24 年 2月 27 日 

（7）大株主及び持株比率 山下靖弘 80.00％ 

（8）上場会社と当該会社との関係等 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 
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（9）当該会社の最近 3 年間の経営成績及び財政状態             （百万円）

決算期 平成 24 年 11 月期 － － 
純資産 △44 － － 
総資産 40 － － 
1 株当り純資産（円） △449,526 － － 
売上高 － － － 
営業利益 △47 － － 
経常利益 △49 － － 
当期純利益 △49 － － 
1 株当り当期純利益（円） △499,526 － － 
1 株当り配当金（円） － － － 
                

 

（1）商号 株式会社ジェネシス 

（2）所在地 東京都中央区京橋一丁目 14 番 4号 

（3）代表者の役職・氏名 代表取締役 小田朝太郎 

（4）事業内容 ・特許権、著作権、著作隣接権、意匠権、商標権、

その他知的財産権の保有、維持、管理及びライセン

ス 

・医療業務及び美容に関するコンサルティング業務 

・医療原料、化粧品原料の研究開発、製造、販売及

び輸出入 

（5）資本金の額 59 百万円 

（6）設立年月日 平成 24 年 5月 31 日 

（7）大株主及び持株比率 小田朝太郎  45.20％ 

（8）上場会社と当該会社との関係等 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 代表取締役小田朝太郎氏

は医療事業部新設にあた

り、当社社員となりまし

た。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（9）当該会社の最近 3 年間の経営成績及び財政状態            （百万円） 
決算期 平成 25 年 9 月期 － － 

純資産 94 － － 
総資産 120 － － 
1 株当り純資産（円） 43,324 － － 
売上高 7 － － 
営業利益 △19 － － 
経常利益 △13 － － 
当期純利益 △13 － － 
1 株当り当期純利益（円） △6,182 － － 
1 株当り配当金（円） － － － 
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4. 当該業務の概要 

（1） 業務内容 

医師や医療機関からの受注により、再生因子及び「再生因子を使った再生医療」に関

する商品を販売します。 

 

（2） 当該業務を担当する部門 

当社医療事業部 

 

（3） 当該業務のための特別に支出する金額及び内容 

設備及び機器の購入等、事業化のための費用負担  30 百万円 

5. 日程 

取締役会決議日  平成 25 年 12 月 20 日 

契約締結日    平成 25 年 12 月 20 日 

業務開始日    平成 25 年 12 月 24 日 

      

6. 今後の見通し 

 事業化のための費用負担 30 百万円は、平成 25 年 12 月 4 日付「従業員に対する新株予約

権（ストックオプション）の発行に関するお知らせ」にて行使される資金により支出する予

定です。 

本件による当社の業績に与える影響は精査中ですが、今後の取組みの状況により開示すべき

事項が生じた場合には速やかにお知らせいたします。 

 

7. （参考） 
平成 24 年 11 月期連結実績                          （千円） 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益

平成 24 年 11 月期 
連結実績 506,735 △420,186 △435,110 △328,654

 

 

以上 

 


